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経済上の連携に関する日本国と欧州連合と
の間の協定に基づく公表
経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間
の協定（平成30年条約第15号）第10・１条により
同協定第10章に組み込まれた政府調達に関する協
定（平成７年条約第23号）第19条第１項及び2012
年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関
する協定を改正する議定書第６条第１項の規定に
基づき、関係手続の改正を次のとおり公表する。
平成 31 年３月 15 日
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構
◎調達機関番号 804 ◎所在地番号 12
１ 改正された規則の名称等
政府調達に関する協定その他の国際約束に係
る物品等又は特定役務の調達手続について
（http://www.qst.go.jp/information/
procurement/proc-kitei参照）

２ この公表に関する問合わせ先
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構
総務部契約管理課
電話0433828045

経済上の連携に関する日本国と欧州連合と
の間の協定に基づく公表
経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間
の協定（平成30年条約第15号）第10・１条により
同協定第10章に組み込まれた政府調達に関する協
定（平成７年条約第23号）第19条第１項及び2012
年３月30日ジュネーブで作成された政府調達に関
する協定を改正する議定書第６条第１項の規定に
基づき、関係手続の改正を次のとおり公表する。
平成 31 年３月 15 日
独立行政法人
国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

◎調達機関番号 577 ◎所在地番号 10
１．改正された規程
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞ
みの園政府調達に関する協定等に係る物品等又
は特定役務の調達手続に関する会計規程
平成26年２月27日 規程第221号
平成30年12月18日 規程第303号

（趣旨）
第１条 この規程は、1994年４月15日マラケシュ
で作成された政府調達に関する協定（以下「協
定」という。）、2012年３月30日ジュネーブで作
成された政府調達に関する協定を改正する議定

２ 前項の予定価格は、調達契約に関し単価につ
いてその予定価格が定められる場合にあっては
当該予定価格に当該調達契約により調達をすべ
き数量を乗じた額とし、一連の調達契約が締結
される場合にあっては当該一連の調達契約によ
り調達をすべき物品等又は特定役務の予定価格
の合計額とする。
（参加のための条件）
第４条 理事長又はその委任を受けた職員は、調
達の要件を満たすために不可欠な場合には、関
連する過去の経験を要求することができるが、
関連する過去の経験を自国の領域において取得
していることを条件として課してはならない。

書によって改正された協定（以下「改正協定」
という。）その他の国際約束を実施するため、独
立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみ
の園（以下「のぞみの園」という。）の締結する
契約のうち国際約束の適用を受けるものに関す
る事務の取扱いに関し、必要な事項を定めるも
のとする。
（定義）
第２条 この規程において、次の各号に掲げる用
語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一 物品等 動産（現金及び有価証券を除く。）
及び著作権法（昭和45年法律第48号）第２条
第１項第10号の２に規定するプログラムをい
う。
二 特定役務 改正協定の附属書Ｉ日本国の付
表５に掲げるサービス及び同附属書I日本国
の付表６に掲げる建設サービス（本規程にお
いて「建設工事」という。）に係る役務をいう。
三 調達契約 物品等又は特定役務の調達のた
め締結される契約（当該物品等又は当該特定
役務以外の物品等又は役務の調達が付随する
ものを含み、民間資金等の活用による公共施
設等の整備等の促進に関する法律（平成11年
法律第117号）第２条第２項に規定する特定
事業（建設工事を除く。）にあっては、民間資
金等の活用による公共施設等の活用による公
共施設等の整備等の促進に関する法律の一部
を改正する法律（平成23年法律第57号）によ
る改正前の同項に規定する特定事業を実施す
るため締結される契約に限る。）をいう。
四 一連の調達契約 特定の需要に係る一の物
品等若しくは特定役務又は同一の種類の二以
上の物品等若しくは特定役務の調達のため締
結される二以上の調達契約をいう。

（適用範囲）
第３条 この規程は、のぞみの園の締結する調達
契約であって、当該調達契約に係る予定価格（物
品等の借入れに係る調達契約又は一定期間継続
して提供を受ける特定役務の調達契約にあって
は、借入期間又は提供を受ける期間の定めが12
月以下の場合は当該期間における予定賃借料の
総額又は特定役務の予定価格の総額、その期間
の定めが12月を超える場合は当該期間における
予定賃借料の総額又は特定役務の予定価格の総

額に見積残存価額を加えた額とし、その他の場
合は、１月当たりの予定賃借料又は１月当たり
の特定役務の予定価格に48を乗じて得た額とす
る。）が次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に
定める額以上であるもの（以下「特定調達契約」
という。）に関する事務について適用する。ただ
し、有償で譲渡（加工又は修理を加えた上です
る譲渡を含む。）をする目的で取得する物品等若
しくは当該物品等の譲渡（加工又は修理を加え
た上でする譲渡を含む。）をするために直接に必
要な特定役務（当該物品等の加工又は修理をす
るために直接に必要な特定役務を含む。）又は有
償で譲渡をする製品の原材料として使用する目
的で取得する物品等若しくは当該製品の生産を
するために直接に必要な特定役務の調達契約に
関する事務については、この限りでない。
一 物品等の調達契約 国の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令（昭和55年
政令第300号）（以下「国の特例政令」という。）
第３条第１項に規定する財務大臣の定める額
二 特定役務のうち建設工事の調達契約 地方
公共団体の物品等又は特定役務の調達手続き
の特例を定める政令第３条第１項に規定する
総務大臣の定める額
三 特定役務のうち建設のためのサービス、エ
ンジニアリング・サービスその他の技術的
サービスの調達契約 国の特例政令第３条第
１項に規定する財務大臣の定める額
四 特定役務のうち前二号以外の調達契約 国
の特例政令第３条第１項に規定する財務大臣
の定める額

落 札 者 等 の 公 示

次のとおり落札者等について公示します。
平成 31 年３月 15 日 支出負担行為担当官 環境省地球環境局長 森下 哲

（東京都千代田区霞が関１２２）
［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 021 ◎所在地番号 13
71、27 平成30年度再生可能エネルギーポテンシャル情報発信サイト等の設計・開発に関する
委託業務 一式 購入等 一般 31. 1.17 アジア航測株式会社 東京都新宿区西新宿六
丁目14番１号新宿グリーンタワービル 22248000円 30.11.28 最低価格
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